
返還額の有無　判断フロー (様式８　参考)

※補助金によって仕入れた経費に係る消費税及び地方消費税を確定申告した年度の

　申告方法等が基準となりますので、ご注意ください。

１　消費税及び地方消費税に係る確定申告の有無

無 有

２　納税額の計算方法

簡易課税方式

３　消費税法別表第三に掲げる法人または人格のない社団法人である。

はい

４　特定収入割合が５％を超えている。

はい

５　補助金の使途が全て非課税仕入れ（人件費ほか）に該当する。

はい

６　確定申告で課税期間中の課税売上に係る消費税額から、

　その課税期間中の課税仕入れ等に係る消費税額の全額を控除した。

７　仕入控除税額の計算方式

個別対応方式 一括比例配分方式

８　補助金に係る消費税を、全て非課税売上のみ

　に要するものとして確定申告している。

※返還額の有無にかかわらず、報告書等の提出は必要です。

はい いいえ

返還額（仕入控除税額）あり返還額なし（０円）

原則課税

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ はい


